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21．周波数低下限度および系統特性定数の見直しについて（1/2）

出所）第6回_将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年3月14日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_6_03.pdf

◼ 北海道エリアの周波数低下限度は、負荷制限（48.5HzUFR動作）を回避するため、常時周波数変
動0.3Hzとシミュレーション誤差0.2Hzを考慮した49.0Hzを採用していた。

◼ 他方で、他エリアでは常時周波数変動分のみを考慮していることから、第6回将来の運用容量等の在り
方に関する作業会において、他エリアと平仄を合わせ周波数低下限度を48.8Hzへ見直し可否について
報告された。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_6_03.pdf


32．周波数低下限度および系統特性定数の見直しについて（2/2）

出所）第6回_将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年3月14日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_6_03.pdf

◼ 単機最大機脱落時の周波数シミュレーションを実施した結果、周波数低下限度の見直し（1.0Ｈｚ
➡1.2Ｈｚ）は可能であるが、北海道エリアの特徴として単機最大機容量が系統容量に対して大きく、
単機最大機脱落時の周波数ボトムに達するスピードが速いことから、周波数ボトム時点では確保した一
次調整力が全量発動していないことが確認された。

◼ そのため、周波数低下限度の見直しに合わせて、発電機周波数特性KGも見直した。

（2%MW/1.0Hz ➡ 1%MW/1.0Hz）

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_6_03.pdf


43．北海道本州間連系設備マージン（逆方向）の見直しについて（1/2）

出所）第55回_需給調整市場検討小委員会（2025年4月15日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/files/jukyu_shijyo_55_03.pdf

◼ 第55回需給調整市場検討小委において、異常時調整力必要量の算出時に用いる最大機脱落量から
EPPS動作分を控除することで異常時調整力必要量を低減する方針が示された。

◼ 異常時必要量低減により北海道エリアにおいては、一次調整力の必要量が40%程度低減される。

◼ 第6回将来の運用容量等の在り方に関する作業会において、一次調整力確保量の低減による単機最
大機脱落時の周波数影響および周波数維持対策について報告された。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/files/jukyu_shijyo_55_03.pdf


54．北海道本州間連系設備マージン（逆方向）の見直しについて（2/2）

出所）第8回_将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年6月13日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/files/unyouyouryousagyoukai_8_03.pdf

◼ 単機最大電源脱落時の周波数影響を確認したところ、北海道エリア内の一次調整力確保量低減
（40%減）により、単機最大機脱落時の周波数ボトムが周波数低下限度を下回る結果となった。

◼ 原因としては、一次調整力が周波数ボトム時点で全量発動していないことや、緊急時AFCによる瞬時の
融通時に動作遅延やロスが発生している（考慮されていない）ことが考えられる。

◼ 上記を踏まえ、一次調整力確保量低減後も周波数低下限度を維持するため、緊急時AFCの遅延・ロ
ス分として、設備容量まで受電する場合の損失率（約5%）を考慮するようマージン算定式を見直
した。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/files/unyouyouryousagyoukai_8_03.pdf


65．まとめ

◼ 前述の変更点を反映した北海道本州間連系設備マージン（逆方向）の算定式は以下のとおりとする。

＜単機最大電源脱落時マージンの算出方法＞

見直し前：北海道本州間連系設備マージン(逆方向)＝ 最大機容量 – ( 6%MW/1.0Hz  × 1.0Hz  × 系統容量 )

見直し後：北海道本州間連系設備マージン(逆方向)＝[最大機容量 – (5%MW/1.0Hz × 1.2Hz × 系統容量 )] ÷ 0.95

＜北本連系設備脱落マージンの算出方法＞

見直し前：北海道本州間連系設備マージン(逆方向)＝(北本・新北本運用容量) – (6%MW/1.0Hz  × 1.0Hz × 系統容量 )

見直し後：北海道本州間連系設備マージン(逆方向)＝(北本・新北本運用容量) – (6%MW/1.0Hz × 1.2Hz × 系統容量 )

◼ 見直し後の北海道本州間連系設備マージン(逆方向)を実運用への反映は、次回の月間計画（9・10月分）から適用する。

遅延・ロス分5%考慮

系統特性定数 周波数低下限度

系統特性定数 周波数低下限度

出所）第109回_調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2025年6月24日）参考資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2025/files/chousei_109_03_sankou.pdf

系統特性定数 周波数低下限度

系統特性定数 周波数低下限度

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2025/files/chousei_109_03_sankou.pdf


76．（参考）

1. マージン算出方法変更による影響度合いは以下のとおり。

◼＜単機最大電源脱落時マージンの算出例＞

見直し前：912MW    – ( 6%MW/1.0Hz  × 1.0Hz  × 2,320MW)      ≒ 773MW

見直し後： [912MW   – (5%MW/1.0Hz × 1.2Hz × 2,320MW)] ÷ 0.95 ≒ 813MW

➢見直し後のマージンは見直し前と比較すると、約40MW増加する。

◼＜北本連系設備脱落マージンの算出例＞

見直し前： 600MW – (6%MW/1.0Hz × 1.0Hz × 2,320MW )  ≒ 461MW

見直し後： 600MW – (6%MW/1.0Hz × 1.2Hz   × 2,320MW ) ≒ 433MW

➢見直し後のマージンは見直し前と比較すると、約28MW減少する。

遅延・ロス分5%考慮

単機最大機容量 周波数低下限度系統特性定数 系統容量

単機最大機容量 周波数低下限度系統特性定数 系統容量

北本・新北本運用容量 周波数低下限度系統特性定数 系統容量

北本・新北本運用容量 周波数低下限度系統特性定数 系統容量


